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1.  平成25年12月期第2四半期の連結業績（平成25年1月1日～平成25年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年12月期第2四半期 2,709 △13.4 △197 ― △178 ― △201 ―
24年12月期第2四半期 3,130 △2.0 △3 ― △25 ― △51 ―

（注）包括利益 25年12月期第2四半期 △129百万円 （―％） 24年12月期第2四半期 △30百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

25年12月期第2四半期 △3.24 ―
24年12月期第2四半期 △0.90 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

25年12月期第2四半期 4,547 449 8.9
24年12月期 4,638 428 8.7
（参考） 自己資本   25年12月期第2四半期  406百万円 24年12月期  402百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無  
 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

24年12月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
25年12月期 ― 0.00
25年12月期（予想） ― 0.00 0.00

3. 平成25年12月期の連結業績予想（平成25年 1月 1日～平成25年12月31日）  
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  有   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 6,145 △4.7 81 72.3 41 ― 5 ― 0.08



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  無  

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  無  

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四
半期連結財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に掲載されている業績予想等に関する記述は、現時点で入手可能な情報に基づき算出した予想であり、潜在的なリスクや不確実性が含まれているため、
実際の業績は予想数値と異なる可能性があります。 

※  注記事項

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  無
② ①以外の会計方針の変更   ：  無
③ 会計上の見積りの変更   ：  無
④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年12月期2Q 63,977,587 株 24年12月期 59,567,587 株
② 期末自己株式数 25年12月期2Q 122,333 株 24年12月期 119,604 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 25年12月期2Q 62,073,963 株 24年12月期2Q 57,487,893 株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

    当第２四半期連結累計期間（平成25年１月１日～平成25年６月30日）の概況  

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、現政権の経済政策や日銀の金融政策によ円高修正や株高

の影響により、個人消費にわずかながら回復の兆しが見えてきているものの、中国をはじめとする新興国経済

の減速などもあって、国内企業は設備投資に慎重な姿勢を崩さない状況で推移しました。 

 このような状況のもと、当社グループでは、原価削減による収益の改善を推し進めるとともに、積極的な販

売施策を進め、売上の確保を目指してまいりました。しかしながら、企業の設備投資先送りの影響は大きく、

当第２四半期連結累計期間の売上高は27億9百万円(前年同期比13.4％減）、営業損失1億9千7百万円（前年同

期営業損失3百万円）となりました。経常損益につきましては、経常損失1億7千8百万円（前年同期経常損失2

千5百万円）となっております。なお、当期は受取保険金1千5百万円を特別利益として計上しております。  
  
  セグメント別の状況は次のとおりであります。  
  
（文具事業）  

 個人消費は徐々に改善傾向にあり、高価格品の売上に回復の兆しが見えてきておりますが、法人ギフト市場

の落ち込みの影響が大きく、売上高は19億6千9百万円（前年同期比11.6％減）、セグメント損失は5千5百万円

（前年同期セグメント利益8百万円）となりました。 

（ロボット機器事業）  

 国内企業の設備投資に対する姿勢は慎重で、受注は低調に推移いたしました。海外からの引き合いは増加傾

向にあるものの受注にまでは結びつかず、売上高は7億4千万円（前年同期比18.1％減）、セグメント損失は1

億4千2百万円（前年同期セグメント損失1千1百万円）となりました。 

   

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

① 資産、負債及び純資産の状況  

（資産の状況） 

 資産合計は、前連結会計年度末に比べて9千1百万円減少し、45億4千7百万円となりました。このうち流動資

産は、現金及び預金は増加したものの、売掛金の減少などにより1億5千4百万円減少して、29億2千1百万円とな

りました。 

 また、固定資産は保有投資有価証券の上昇などにより6千3百万円増加し、16億2千6百万円となりました。 

（負債の状況） 

 負債合計は、前連結会計年度末より1億1千1百万円減少し、40億9千8百万円となりました。負債の減少は、流

動負債の減少によるもので、前連結会計年度末より1億1千2百万円減少し、30億2千2百万円となりました。  

 固定負債は、10億7千5百万円となっております。 

（純資産の状況） 

 純資産は、前連結会計年度末から2千万円増加して、4億4千9百万円となりました。これは、新株予約権の行

使による資本金及び資本剰余金の増加1億5千1百万円、及びその他の包括利益累計額の増加5千4百万円があった

ものの、利益剰余金が2億1百万円減少した影響などによるものです。 

②キャッシュ・フローの状況  

 営業活動によるキャッシュ・フローの資金の増加は4千万円となりました。主な増加要因は、売上債権の減少

額2億6千1百万円、棚卸資産の減少額1億2千2百万円であります。主な減少要因は、税金等調整前四半期純損失1

億6千3百万円、前受金の減少額8千1百万円であります。   

 投資活動によるキャッシュ・フローの資金の減少は1千万円となりました。主な減少要因は有形固定資産の取

得による支出1千4百万円であります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローの資金の増加は1億2千9百万円となりました。主な増加要因は、株式発行

による収入1億4千9百万円であります。 

 以上の結果、現金及び現金同等物の当第２四半期末残高は、前連結会計年度末残高より1億9千3百万円増加し

て、6億8百万円となりました。  

   

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成25年度の第３四半期以降を展望しますと、安定政権が誕生し、打ち出される経済政策により、個人消費

や法人需要が徐々に戻ってくることが期待されます。しかしながら、強力な金融政策の反動や中国をはじめと

する新興国経済の減速懸念などもあり、先行きに対する警戒感は続き、企業の設備投資が本格化するには時間

がかかるものと予測されます。 

 このような経済環境のもと、当社グループのセグメントの見通しは、以下のとおりであります。 

１．当四半期決算に関する定性的情報
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（文具事業） 

 筆記具高級品の販売が少しずつ改善してきているなど、個人消費や法人需要の回復が期待されます。そこ

で、万年筆を中心とした比較的高価格帯の新製品をタイムリーに投入していくなど、積極的な販売施策を実行

してまいります。また、昨年から加速してきている文具流通の変化に対しても積極的に対応してまいります。

また、原価低減策を一層推進して経費を削減し、通年での黒字化を目指します。 

（ロボット機器事業）  

 国内企業の設備投資が期待される中、新製品ＲＺ－Ａラインナップを充実させるなど主力の射出成形用取出

機ロボットの販売を強化してまいります。一方、思い切った経費の削減を推進し、原価削減による収益改善を

実現してまいります。 
  

中長期的な会社の経営戦略  

平成25年度経営戦略 

[文具事業部] 

(1)営業戦略の再構築と計画管理の強化による売上増 

  ①百貨店・大型専門店を中心に、高級品・ブランド品等の戦略的な当社商品群を重点投入し、売上増に貢

献してまいります。 

 ②新製品として中高級万年筆・ボールペンの魅力的な製品を集中的に発売し、販路拡大を図ってまいりま

す。 

 ③DAKS等のブランド商品を強化してまいります。 

 ④低価格量産型多色ボールペンを中心に、法人ギフト市場の開拓を進めてまいります。 

 ⑤有名ブランドとのコラボレーション商品など、話題性、市場ニーズの高い商品を開発・販売してまいり

ます。 

 ⑥長年の高級筆記具製造技術を活かしたブランド品のＯＥＭ製造により、安定した当社製造製品の販路確

保に努めてまいります。 

 ⑦販売計画と生産計画とを連動させて、タイムリーな販売、ならびに在庫効率の向上を図ってまいりま

す。 

(2)コスト削減の徹底  

 ①原価低減プロジェクトを更に推進し、業務効率化及び工程見直しによる販売経費、製造コストの削減を

進めてまいります。 

 ②材料購入先の見直し、購入単価低減の交渉、外注加工費の見直し、仕入商品の価格交渉、製品構成の見

直しなどでコスト削減を図ります。 

 ③販売費及び一般管理費につきましては、予算管理を徹底して経費の削減を図ります。  

(3)海外市場の深耕   

  新たに取引開始した東南アジア諸国、北欧諸国に、円安の進行により輸出競争力の増した中高級筆記

具、低価格ボールペンなどを積極的に販売してまいります。富裕層をターゲットとした高級万年筆の新製

品および地域オリジナルの新製品の投入をすすめてまいります。 

(4)Ｅコマースの強化  

  好調なウエブサイトのセーラーショップでは、リスティング広告などの実施、取扱いアイテム数の増加

等により、さらに充実させてまいります。 

(5)業務の効率化  

  物流ルートの改善を実施してコスト低減をはかります。 
  

[ロボット機器事業部]  

(1)成長の見込める中国、東南アジア市場では、ベトナムに新たな拠点を新設するとともに、営業を増員し、

中国で生産の低価格取出機を中心に販売台数を伸ばしていきます。 

(2)成熟市場である国内および北米向けには、安定した需要のある食品容器関連や医療機器関連業界で、取出

機と後工程装置を組み合わせたシステム販売で売上確保を図ります。 

(3)地域性やユーザーのニーズに合わせた取出機が提供できるように、高機能機種と低価格機種の両面で新機

種の開発を進め、早期に市場投入する計画です。 

(4)特注機においては、プラスチック成形業界以外の自動化設備受注にも積極的に取り組んで、販路を広げて

まいります。  
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[全社] 

(1)関連事業の再検討・見直しを引き続き行い、不採算事業からの撤退を進めてまいります。また、すべての

事業及び業務に関し、損失の危険の管理を徹底してまいります。 

(2)全社的な事業構造改革を推進し、発行済新株予約権の行使環境改善に努めるとともに、エクイティファイ

ナンスを含めて、事業継続のための資金調達の多様化に努力してまいります。また、自社の強みをさらに

伸ばすと共に弱みを是正し、魅力ある株式投資先となるべく全社を挙げて努力してまいります  

   

  

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

    該当事項はありません。  

   

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

    該当事項はありません。    

   

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

    該当事項はありません。  

   

   

当社グループは、前連結会計年度において数期連続して重要な当期純損失を計上し、当第２四半期連結累

計期間においても重要な四半期純損失を計上しているため、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよう

な状況が存在しております。  

このような状況に対応するため、当社グループは以下の施策を実行し、基幹事業の経営基盤の強化を行

い、収益力の強化を図ることにより、当該状況の改善を実現できると考えております。  
  
平成25年度経営戦略 

[文具事業部] 

(1)営業戦略の再構築と計画管理の強化による売上増 

  ①百貨店・大型専門店を中心に、高級品・ブランド品等の戦略的な当社商品群を重点投入し、売上増に貢

献してまいります。 

 ②新製品として中高級万年筆・ボールペンの魅力的な製品を集中的に発売し、販路拡大を図ってまいりま

す。 

 ③DAKS等のブランド商品を強化してまいります。 

 ④低価格量産型多色ボールペンを中心に、法人ギフト市場の開拓を進めてまいります。 

 ⑤有名ブランドとのコラボレーション商品など、話題性、市場ニーズの高い商品を開発・販売してまいり

ます。 

 ⑥長年の高級筆記具製造技術を活かしたブランド品のＯＥＭ製造により、安定した当社製造製品の販路確

保に努めてまいります。 

 ⑦販売計画と生産計画とを連動させて、タイムリーな販売、ならびに在庫効率の向上を図ってまいりま

す。 

(2)コスト削減の徹底  

 ①原価低減プロジェクトを更に推進し、業務効率化及び工程見直しによる販売経費、製造コストの削減を

進めてまいります。 

 ②材料購入先の見直し、購入単価低減の交渉、外注加工費の見直し、仕入商品の価格交渉、製品構成の見

直しなどでコスト削減を図ります。 

 ③販売費及び一般管理費につきましては、予算管理を徹底して経費の削減を図ります。  

(3)海外市場の深耕   

  新たに取引開始した東南アジア諸国、北欧諸国に、円安の進行により輸出競争力の増した中高級筆記

具、低価格ボールペンなどを積極的に販売してまいります。富裕層をターゲットとした高級万年筆の新製

品および地域オリジナルの新製品の投入をすすめてまいります。 

(4)Ｅコマースの強化  

  好調なウエブサイトのセーラーショップでは、リスティング広告などの実施、取扱いアイテム数の増加

等により、さらに充実させてまいります。 

(5)業務の効率化  

   物流ルートの改善を実施してコスト低減をはかります。 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

３．継続企業の前提に関する重要事象等
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[ロボット機器事業部]  

(1)成長の見込める中国、東南アジア市場では、ベトナムに新たな拠点を新設するとともに、営業を増員し、

中国で生産の低価格取出機を中心に販売台数を伸ばしていきます。 

(2)成熟市場である国内および北米向けには、安定した需要のある食品容器関連や医療機器関連業界で、取出

機と後工程装置を組み合わせたシステム販売で売上確保を図ります。 

(3)地域性やユーザーのニーズに合わせた取出機が提供できるように、高機能機種と低価格機種の両面で新機

種の開発を進め、早期に市場投入する計画です。 

(4)特注機においては、プラスチック成形業界以外の自動化設備受注にも積極的に取り組んで、販路を広げて

まいります。  

[全社] 

(1)関連事業の再検討・見直しを引き続き行い、不採算事業からの撤退を進めてまいります。また、すべての

事業及び業務に関し、損失の危険の管理を徹底してまいります。 

(2)全社的な事業構造改革を推進し、発行済新株予約権の行使環境改善に努めるとともに、エクイティファイ

ナンスを含めて、事業継続のための資金調達の多様化に努力してまいります。また、自社の強みをさらに

伸ばすと共に弱みを是正し、魅力ある株式投資先となるべく全社を挙げて努力してまいります。 

  

  しかしながら、これらの対応策の実現可能性と成否は、市況、需要動向、他社製品との競合等の影響下によ

る成果に負っており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。  

  当社といたしましては、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況の存在を可能な限り、

早期に払拭すべく全社を挙げて鋭意努めてまいります。 
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４．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年12月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 420,426 613,986

受取手形及び売掛金 1,310,425 1,061,628

商品及び製品 787,449 668,755

仕掛品 119,635 87,262

原材料及び貯蔵品 394,695 454,138

その他 59,140 51,375

貸倒引当金 △16,026 △15,979

流動資産合計 3,075,745 2,921,168

固定資産   

有形固定資産   

土地 953,233 953,233

その他（純額） 156,914 147,695

有形固定資産合計 1,110,147 1,100,929

無形固定資産 12,212 10,478

投資その他の資産   

投資有価証券 292,678 370,244

その他 252,819 249,308

貸倒引当金 △104,964 △104,867

投資その他の資産合計 440,533 514,685

固定資産合計 1,562,893 1,626,094

資産合計 4,638,639 4,547,263

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 746,769 709,388

短期借入金 2,025,540 2,009,361

1年内返済予定の長期借入金 50,200 48,050

リース債務 3,854 3,328

未払法人税等 22,053 15,849

賞与引当金 6,118 297

その他 280,212 236,370

流動負債合計 3,134,748 3,022,645

固定負債   

リース債務 3,335 1,933

繰延税金負債 11,963 27,185

退職給付引当金 728,676 715,199

再評価に係る繰延税金負債 307,750 307,750

資産除去債務 23,342 23,342

固定負債合計 1,075,068 1,075,411

負債合計 4,209,816 4,098,057
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年12月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,320,295 2,395,931

資本剰余金 688,990 764,626

利益剰余金 △3,199,144 △3,400,494

自己株式 △19,963 △20,081

株主資本合計 △209,822 △260,017

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 78,172 108,107

土地再評価差額金 555,747 555,747

為替換算調整勘定 △21,647 2,436

その他の包括利益累計額合計 612,272 666,291

新株予約権 3,773 2,440

少数株主持分 22,600 40,491

純資産合計 428,823 449,206

負債純資産合計 4,638,639 4,547,263
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 
（四半期連結損益計算書） 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 
 至 平成25年６月30日) 

売上高 3,130,717 2,709,745

売上原価 2,248,674 2,075,015

売上総利益 882,043 634,730

販売費及び一般管理費 885,583 832,611

営業損失（△） △3,540 △197,881

営業外収益   

受取利息 132 208

受取配当金 1,757 1,950

為替差益 1,956 19,870

持分法による投資利益 13,861 32,408

その他 2,470 3,058

営業外収益合計 20,177 57,497

営業外費用   

支払利息 31,710 31,392

支払手数料 3,900 4,500

その他 6,344 2,115

営業外費用合計 41,954 38,008

経常損失（△） △25,316 △178,392

特別利益   

投資有価証券売却益 955 －

関係会社株式売却益 1,942 －

受取保険金 － 15,000

特別利益合計 2,897 15,000

特別損失   

和解金 18,000 －

特別損失合計 18,000 －

税金等調整前四半期純損失（△） △40,418 △163,392

法人税、住民税及び事業税 9,691 25,846

法人税等合計 9,691 25,846

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △50,110 △189,239

少数株主利益 1,886 12,110

四半期純損失（△） △51,997 △201,350
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（四半期連結包括利益計算書） 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 
 至 平成25年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △50,110 △189,239

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 13,318 29,935

為替換算調整勘定 5,808 29,863

その他の包括利益合計 19,126 59,799

四半期包括利益 △30,983 △129,439

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △34,547 △147,330

少数株主に係る四半期包括利益 3,564 17,891
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 
 至 平成25年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △40,418 △163,392

減価償却費 36,082 24,087

和解金 18,000 －

受取保険金 － △15,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,421 △143

受取利息及び受取配当金 △1,890 △2,159

支払利息 31,710 31,392

持分法による投資損益（△は益） △13,861 △32,408

投資有価証券売却損益（△は益） △955 －

売上債権の増減額（△は増加） 88,537 261,768

たな卸資産の増減額（△は増加） △187,532 122,577

仕入債務の増減額（△は減少） 4,829 △69,746

前受金の増減額（△は減少） 119,513 △81,299

その他 △4,622 9,117

小計 53,816 84,793

利息及び配当金の受取額 1,890 2,159

利息の支払額 △26,695 △28,983

法人税等の支払額 △22,012 △32,051

保険金の受取額 － 15,000

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,998 40,919

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △5,000 △5,000

定期預金の払戻による収入 5,000 5,000

有形固定資産の取得による支出 △50,251 △14,185

無形固定資産の取得による支出 △1,456 △427

投資有価証券の売却による収入 11,955 －

貸付けによる支出 △1,000 △2,110

貸付金の回収による収入 1,578 1,500

差入保証金の回収による収入 30,000 －

その他 △426 4,915

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,600 △10,306

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － △16,179

長期借入金の返済による支出 － △2,150

株式の発行による収入 5,040 149,940

その他 △1,986 △2,045

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,053 129,565

現金及び現金同等物に係る換算差額 8,068 33,382

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,520 193,560

現金及び現金同等物の期首残高 320,328 415,426

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

13,328 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 342,177 608,986
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当社グループは、前連結会計年度において数期連続して重要な当期純損失を計上し、当第２四半期連結累

計期間においても重要な四半期純損失を計上しているため、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよう

な状況が存在しております。  

このような状況に対応するため、当社グループは以下の施策を実行し、基幹事業の経営基盤の強化を行

い、収益力の強化を図ることにより、当該状況の改善を実現できると考えております。  

平成25年度経営戦略 

[文具事業部] 

(1)営業戦略の再構築と計画管理の強化による売上増 

  ①百貨店・大型専門店を中心に、高級品・ブランド品等の戦略的な当社商品群を重点投入し、売上増に貢

献してまいります。 

 ②新製品として中高級万年筆・ボールペンの魅力的な製品を集中的に発売し、販路拡大を図ってまいりま

す。 

 ③DAKS等のブランド商品を強化してまいります。 

 ④低価格量産型多色ボールペンを中心に、法人ギフト市場の開拓を進めてまいります。 

 ⑤有名ブランドとのコラボレーション商品など、話題性、市場ニーズの高い商品を開発・販売してまいり

ます。 

 ⑥長年の高級筆記具製造技術を活かしたブランド品のＯＥＭ製造により、安定した当社製造製品の販路確

保に努めてまいります。 

 ⑦販売計画と生産計画とを連動させて、タイムリーな販売、ならびに在庫効率の向上を図ってまいりま

す。 

(2)コスト削減の徹底  

 ①原価低減プロジェクトを更に推進し、業務効率化及び工程見直しによる販売経費、製造コストの削減を

進めてまいります。 

 ②材料購入先の見直し、購入単価低減の交渉、外注加工費の見直し、仕入商品の価格交渉、製品構成の見

直しなどでコスト削減を図ります。 

 ③販売費及び一般管理費につきましては、予算管理を徹底して経費の削減を図ります。  

(3)海外市場の深耕   

  新たに取引開始した東南アジア諸国、北欧諸国に、円安の進行により輸出競争力の増した中高級筆記

具、低価格ボールペンなどを積極的に販売してまいります。富裕層をターゲットとした高級万年筆の新製

品および地域オリジナルの新製品の投入をすすめてまいります。 

(4)Ｅコマースの強化  

  好調なウエブサイトのセーラーショップでは、リスティング広告などの実施、取扱いアイテム数の増加

等により、さらに充実させてまいります。 

(5)業務の効率化  

   物流ルートの改善を実施してコスト低減をはかります。 
  

[ロボット機器事業部]  

(1)成長の見込める中国、東南アジア市場では、ベトナムに新たな拠点を新設するとともに、営業を増員し、

中国で生産の低価格取出機を中心に販売台数を伸ばしていきます。 

(2)成熟市場である国内および北米向けには、安定した需要のある食品容器関連や医療機器関連業界で、取出

機と後工程装置を組み合わせたシステム販売で売上確保を図ります。 

(3)地域性やユーザーのニーズに合わせた取出機が提供できるように、高機能機種と低価格機種の両面で新機

種の開発を進め、早期に市場投入する計画です。 

(4)特注機においては、プラスチック成形業界以外の自動化設備受注にも積極的に取り組んで、販路を広げて

まいります。  

[全社] 

(1)関連事業の再検討・見直しを引き続き行い、不採算事業からの撤退を進めてまいります。また、すべての

事業及び業務に関し、損失の危険の管理を徹底してまいります。 

(2)全社的な事業構造改革を推進し、発行済新株予約権の行使環境改善に努めるとともに、エクイティファイ

ナンスを含めて、事業継続のための資金調達の多様化に努力してまいります。また、自社の強みをさらに

伸ばすと共に弱みを是正し、魅力ある株式投資先となるべく全社を挙げて努力してまいります。 

（４）継続企業の前提に関する注記
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  しかしながら、これらの対応策の実現可能性と成否は、市況、需要動向、他社製品との競合等の影響下によ

る成果に負っており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。  

  当社といたしましては、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況の存在を可能な限り、

早期に払拭すべく全社を挙げて鋭意努めてまいります。 

   

   

   該当事項はありません。   

   

   

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自平成24年１月１日 至平成24年６月30日） 

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（単位：千円）

（注）セグメント利益又は損失は四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。 

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自平成25年１月１日 至平成25年６月30日）   

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（単位：千円）

（注）セグメント損失(△)は四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。 

   

   

      該当事項はありません。  

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（６）セグメント情報等

  
 報告セグメント  

調整額  
四半期連結損益 
計算書計上額 

（注）  文具事業  ロボット機器事業 計  

売 上 高   

(1)外部顧客に対する売上高  2,227,171  903,546  3,130,717 －  3,130,717

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 －  －  －  －  －

計  2,227,171  903,546  3,130,717  －  3,130,717

セグメント利益又はセグメント

損失(△) 
 8,443  △11,983  △3,540  －     △3,540

  
報告セグメント  

調整額  
四半期連結損益 
計算書計上額 

（注）  文具事業  ロボット機器事業 計  

売 上 高   

(1)外部顧客に対する売上高  1,969,566  740,179  2,709,745 －  2,709,745

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 －  －  －  －  －

計  1,969,566  740,179  2,709,745  －  2,709,745

セグメント損失(△)  △55,233  △142,647  △197,881  －     △197,881

（７）重要な後発事象
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